
公的統計の作成と活用
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大阪府 総務部 統計課



大阪府庁の組織
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• 副首都推進局

• 危機管理監

• 政策企画部

• 万博推進局

• 総務部

• 財務部

• スマートシティ戦略部

• 府民文化部

• IR推進局

• 福祉部

• 健康医療部

• 商工労働部

• 環境農林水産部

• 都市整備部

• 大阪都市計画局

• 大阪港湾局

• 会計管理者-会計局

• 議会－議会事務局

• 教育委員会－教育庁

• 選挙管理委員会－選挙管理委員会事務局

• 監査委員－監査委員事務局

• 人事委員会－人事委員会事務局

• 労働委員会－労働委員会事務局

• 収用委員会－収用委員会事務局

• 海区漁業調整委員会－海区漁業調整委員会事務局

• 内水面漁場管理委員会－海区漁業調整委員会事務局

• 公安委員会－警察本部

知事部局 行政委員会



大阪府統計課の紹介
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▍統計課の主な業務内容
1. 統計調査に関すること（他課分掌のものを除く）

2. 統計調査の連絡調整に関すること

3. 加工統計の作成に関すること

4. 統計の普及啓発に関すること

▍大阪府の統計情報
推計人口・賃金・工業指数・消費者物価指数などの

毎月公表しているデータから、統計年鑑・統計トピックス・

大阪府民経済計算（GDP）まで大阪府の統計はお任せ！



公的統計と統計法1

GDP統計と最新結果2

産業連関表と経済波及効果3

その他・質疑応答4

本日の内容
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公的統計と統計法1

GDP統計と最新結果2

産業連関表と経済波及効果3

その他・質疑応答4

本日の内容
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公的統計とは

▍公的統計
✓行政機関、地方公共団体、独立行政法人等が作成

✓統計法によって作成と提供に関する基本的な事項が定められている

✓正確で信頼性が高く、容易に入手できる

▍民間統計
✓業界団体、企業、大学等の研究機関が作成

✓法律で守秘義務や公表の義務は課せられていない
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統計法規
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▍統計法（平成19年法律第53号）
✓統計に関する基本法

✓旧統計法（昭和22年法律第18号）の全部を改正し、平成21年４月に全面施行

✓平成30年に統計利用を拡大する観点から改正された

▍統計法施行令
✓統計法の施行に必要な規定や、統計法からの委任に基づく事項などを定めた政令

▍統計法施行規則
✓統計法の施行に必要な規定や、統計法からの委任に基づく事項などを定めた総務省令



統計法の構成
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⚫ 第１章 総則

⚫ 第２章 公的統計の作成

⚫ 第３章 調査票情報等の利用及び提供

⚫ 第４章 調査票情報等の保護

⚫ 第５章 統計委員会

⚫ 第６章 雑則

⚫ 第７章 罰則



統計法の目的
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▍統計法の目的（第１条）
✓この法律は、公的統計が国民にとって合理的な意思決定を行うための基盤となる重要な

情報であることにかんがみ、

✓公的統計の作成及び提供に関し基本となる事項を定めることにより、

✓公的統計の体系的かつ効率的な整備及びその有用性の確保を図り、

✓もって国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄与することを目的とする。

「政府のための統計」から「社会の情報基盤としての統計」へ転換



統計法の基本理念
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▍統計法の基本理念（第３条）

①整備：公的統計は、行政機関等における相互の協力及び適切な役割分担の下に、体

系的に整備されなければならない。

②作成：公的統計は、適切かつ合理的な方法により、かつ、中立性及び信頼性が確保さ

れるように作成されなければならない。

③提供：公的統計は、広く国民が容易に入手し、効果的に利用できるものとして提供され

なければならない。

④秘密の保護：公的統計の作成に用いられた個人又は法人その他の団体に関する秘

密は、保護されなければならない。



統計調査の種類

▍基幹統計調査
✓基幹統計（＝特に重要な統計, 総務大臣が指定）を作成するための統計調査

▍一般統計調査
✓国が実施する統計調査のうち、基幹統計調査以外の統計調査

▍届出統計調査
✓都道府県・政令市等が、総務大臣への届出を要する統計調査

11

関連条文：統計法第２章（第5条～第25条）



基幹統計の一覧
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内閣府≪1≫

• 国民経済計算

総務省≪15≫

• 国勢統計

• 住宅・土地統計

• 労働力統計

• 小売物価統計

• 家計統計

• 個人企業経済統計

• 科学技術研究統計

• 地方公務員給与実態統計

• 就業構造基本統計

• 全国家計構造統計

• 社会生活基本統計

• サービス産業動態統計

• 経済構造統計

• 産業連関表

• 人口推計

財務省≪1≫

• 法人企業統計

国税庁≪1≫

• 民間給与実態統計

文部科学省≪4≫

• 学校基本統計

• 学校保健統計

• 学校教員統計

• 社会教育統計

厚生労働省≪9≫

• 人口動態統計

• 毎月勤労統計

• 薬事工業生産動態統計

• 医療施設統計

• 患者統計

• 賃金構造基本統計

• 国民生活基礎統計

• 生命表

• 社会保障費用統計

農林水産省≪7≫

• 農林業構造統計

• 牛乳乳製品統計

• 作物統計

• 海面漁業生産統計

• 漁業構造統計

• 木材統計

• 農業経営統計

経済産業省≪7≫

• 経済産業省生産動態統計

• ガス事業生産動態統計

• 石油製品需給動態統計

• 商業動態統計

• 経済産業省特定業種石油等消費統計

• 経済産業省企業活動基本統計

• 鉱工業指数

国土交通省≪9≫

• 港湾統計

• 造船造機統計

• 建築着工統計

• 鉄道車両等生産動態統計

• 建設工事統計

• 船員労働統計

• 自動車輸送統計

• 内航船舶輸送統計

• 法人土地・建物基本統計

＜令和7年1月21日現在 54統計＞

(注)下線は加工統計



作成方法による公的統計の区分

公的統計

一次統計

調査統計

業務統計

加工統計

✓ 調査によって集められた情報から作成される統計

✓ 労力と費用がかかる

✓ 国勢統計、社会生活基本統計など

✓ 行政記録情報等から派生的に作成される統計

✓ 貿易統計、職業安定業務統計(求人倍率)など

✓ 一次統計に加工・再集計して作成される統計

✓ 国民経済計算、産業連関表、消費者物価指数など

13



公的統計の公表
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関連条文：統計法第８条、第23条

✓ 統計法では、調査結果はインターネットその他適切な方法により速やかに公表することを規定

✓ 政府統計の総合窓口（e-Stat）は、統計調査の各種情報（統計データ、公表予定、新着情報、調査票項目

情報など）をワンストップで提供するサイト

【政府統計の総合窓口】



調査票情報等の利用
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関連条文：統計法第33条～第36条

（出典）

miripo ミクロデータ利用ポータルサイト

> 公的統計のミクロデータ利用について



調査票情報等の利用方法
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▍オーダーメード集計
✓行政機関等が行った統計調査によって得られた調査票情報を利用して、

新たな統計の作成等を行い、その結果を提供

▍匿名データの提供
✓統計調査によって集められた調査票情報について、特定の個人又は法人その他の団体の

識別ができないように加工（匿名化）した上で提供
※匿名化措置：単に氏名など個体を直接識別できる情報を削除するのみならず、個々のデータの特徴から個体が間接的に特定されることが

ないよう、地域区分や様々な属性に関する詳細な分類区分を統合して情報を粗くしたり、特異なデータを削除したりするなどの処理

▍調査票情報の提供
✓必要な範囲において調査票情報を提供

✓情報セキュリティを確保したオンサイト利用の取組も進められている

関連条文：統計法第33条～第36条



ミクロデータ利用ポータルサイト
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関連条文：統計法第33条～第36条

※調査票情報等の利用についての詳細は、ポータルサイトを参照してください。
【miripo ミクロデータ利用のポータルサイト】



調査票情報等の保護
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秘密の保護を前提に提出された調査票情報の厳正な取扱いは、統計行政の根幹

関連条文：統計法第39条～第43条

統計調査の実施者（受託者を含む）や調査票情報の提供を受けた者に対し、

適正管理義務、守秘義務、罰則を規定

組織的

管理

人的

管理

物理的

管理

技術的

管理

★適正管理措置の主な項目



公的統計と統計法1

GDP統計と最新結果2

産業連関表と経済波及効果3

その他・質疑応答4

本日の内容
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GDP統計

■GDPとは

•国内で一定期間内に生産されたモノやサービスの付加価値の合計額

•国内総生産

Gross 【粗or総】 含めたくないもの（＝固定資本減耗）を含む ⇔ Net 【純】

Domestic 【国内・府内】 ⇔ National【国民・府民】

Product 【生産】 ⇔ Income【所得】、Expenditure【支出】

20



• 製粉業者は、海外から輸入した300万円分の小麦から
500万円の小麦粉を製造・販売
→付加価値200万円

• パン屋は、購入した500万円分の小麦粉から
1000万円のパンを製造・販売
→付加価値500万円

○GDP（生産側）
＝200万円＋500万円
＝700万円

• 消費者は1000万円分のパンを購入
※うち300万円分は外国産

○GDP（支出側）
＝1000万円－300万円
＝700万円

付加価値
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700万円

付加価値

500万円

中間投入

500万円

付加価値

200万円

中間投入

300万円

輸入

300万円
300万円

海外の農家 製粉業者 パン屋 消費者

外国産の小麦

300万円

小麦粉

500万円

パン

1000万円



国のGDP

■国のGDP
• 国民経済計算から分かる

• 内閣府の経済社会総合研究所が作成

• 「四半期別GDP速報」（QE）と「年次推計」がある

22

【国民経済計算】



国のGDPの最新結果
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➢ 令和６年度の実質国内総生産は、前年度比0.5％増（２年ぶりのプラス）となった。

➢ 政府消費、輸出、民間投資などがプラスに寄与した。

（%, %ポイント）

年度



大阪府のGDP

■大阪府のGDP
• 大阪府民経済計算から分かる。大阪府 総務部 統計課 が作成。

• 年度別の結果を年に１回公表。四半期別GDP速報は作成していない。

• 大阪府全体のGDPを示す「大阪府民経済計算」と
大阪府内の地域別のGDPを示す「大阪府内地域別経済計算」 がある。

• 大阪府民経済計算は、令和５年度分が最新（１月16日公表）

• 大阪府内地域別経済計算は、令和４年度分が最新。

24

【大阪府民経済計算】 【大阪府内地域別経済計算】



府民経済計算の最新結果（令和５年度）①
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・2025年大阪・関西万博の起工式実施（４月）

・新型コロナが「５類感染症」へ移行（５月）

・最低賃金の全国平均で初の千円超え（８月）

・阪神とオリックスがリーグ優勝（９月）

令和５年度（2023年４月～2024年３月）はこんな年

• 44兆9,924億円大阪府のGDP

• 7.6％（前年度と同水準）GDPの全国シェア

• プラス4.3％（3年連続のプラス成長）名目経済成長率

• プラス1.2％（3年連続のプラス成長）実質経済成長率

経済成長率とはGDPの

増減率のこと

名目とは、実際に取引

されている価格で表した

もの

実質とは、物価変動の

影響を除いたもの

・ダイハツの不正発覚、出荷停止（12月）

・石川・能登で震度７、津波被害（１月）

・日本の名目GDPが世界４位に転落（２月）

・北大阪急行が箕面萱野駅まで延伸（３月）



府民経済計算の最新結果（令和５年度）②
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➢ 電気・ガス・水道・廃棄物処理業（寄与度0.75％ポイント）、

運輸・郵便業（同0.64％ポイント）、建設業（同0.60％ポイント）等が増加に寄与

（%ポイント）



府民経済計算の最新結果（令和５年度）③

製造業

16.8%
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府内総生産（名目）の経済活動別構成比（令和５年度）

保健衛生・社会事業

その他のサービス

その他

2

7

➢ 製造業（16.8％）が最大のウェイトを占め、卸売・小売業（14.9％）、不動産業（12.4％）、

専門・科学技術、業務支援サービス業（10.2％）が続く

電気・ガス・水道・廃棄物処理業 運輸・郵便業

宿泊・飲食サービス業

情報通信業 専門・科学技術、業務支援サービス業金融・保険業



府民経済計算の最新結果（令和５年度）④
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府民経済計算の最新結果（令和５年度）⑤
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各国のGDP（2023年・2023年度）

(注1)大阪府は2023年度値を１ドル＝144.55円で換算、大阪府以外は2023暦年値。

(注2)アメリカ（277,207億ドル）と中国（177,948億ドル）は視認性に配慮して表章していない。

[出典]国際連合 - National Accounts – Analysis of Main Aggregates より作成

➢ 府内総生産は3,126億ドルで、エジプトやパキスタンとほぼ同額

(億ドル)
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その他・質疑応答4

本日の内容
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産業連関表

■産業連関表とは

ある地域の一定期間(通常は１年間)における

①財・サービスの産業間取引(中間需要)の状況

②最終需要(消費、投資、在庫及び輸移出)の状況

③当該期間に生じた雇用者所得等の粗付加価値の状況

を一つの行列表(マトリックス)に表した統計。IO(Input Output Tables)表ともいう。

■何に使える？

• 地域内の経済構造や財・サービスの循環が分かる

•経済波及効果を計算できる

31

【大阪府産業連関表】



産業連関表の見方（説明用）

32

(単位：万円)

製粉業者

（小麦粉）

パン屋

（パン）
消費 輸入 府内生産額

小麦

小麦粉

パン

付加価値

府内生産額

【ヨコ方向】どこへ販売された

【
タ
テ
方
向
】
ど
の
よ
う
に
生
産
さ
れ
た

300

200

500

0

500

1,000

-300

500

500

1,000

1,000



産業連関表の見方

中間需要 最終需要

府内生産額第１次

産業

第２次

産業

第３次

産業

中間需要

計
消費 投資 輸移出 輸移入

中
間
投
入

第１次産業 3.6 213.4 69.1 286.0 256.8 7.0 24.9 -524.9 49.9

第２次産業 8.4 8,332.2 4,383.2 12,723.9 4,380.2 6,703.7 11,269.8 -14,691.7 20,385.8

第３次産業 10.5 3,172.7 16,029.5 19,212.7 23,830.2 3,597.2 12,485.3 -7,506.4 51,618.9

中間投入計 22.5 11,718.2 20,481.8 32,222.6 28,467.2 10,307.8 23,780.0 -22,723.0 72,054.6

粗
付
加
価
値

雇用者所得 10.3 4,721.9 16,592.5 21,324.7

企業所得等 17.1 3,945.7 14,544.6 18,507.3

粗付加価値計 27.4 8,667.6 31,137.1 39,832.0

府内生産額 49.9 20,385.8 51,618.9 72,054.6

33

令和2年（2020年）大阪府産業連関表（基本表）

（単位：億円）

(注) 端数処理のため内訳と合計が合わないことがある。

原
材
料
購
入
及
び
付
加
価
値
の
構
成
（
投
入
構
造
）

生産物の販売先構成（産出構造）



経済波及効果の事例
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経済波及効果とは

35

新規に需要が発生すると・・・

⇒ その需要を満たすための物ａの生産が行われる

⇒ ａの生産に必要な原材料ｂが生産される

⇒ ｂの生産に必要な原材料ｃが生産・・・・・・・・・(繰り返し)

自動車１台

の需要

自動車１台

の生産

ある産業に新規の需要が発生すると、次々と別の産業にも生産が波及していく

最終的(究極的)に必要となる生産額の合計＝経済波及効果

ボディの生産

シートの生産

タイヤの生産

鉄板の生産

塗料の生産

革の生産

ゴムの生産

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・



経済波及効果の計算方法①

36

中間需要
最終需要 府内生産額

Ｐ産業 Ｑ産業

中間

投入

Ｐ産業 30 150 120 300

Ｑ産業 60 250 190 500

粗付加価値 210 100

府内生産額 300 500

Ｐ産業 Ｑ産業

Ｐ産業 0.1 [=30÷300] 0.3 [=150÷500]

Ｑ産業 0.2 [=60÷300] 0.5 [=250÷500]

粗付加価値 0.7 [=210÷300] 0.2 [=100÷500]

府内生産額 1.0 [=300÷300] 1.0 [=500÷500]

▍取引基本表

▍投入係数表
Ｐ産業の財・サービスを１単位生産するには、

原材料として Ｐ産業が0.1単位

原材料として Ｑ産業が0.2単位 が必要。

また、粗付加価値が0.7単位 発生。



経済波及効果の計算方法②
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Ｐ産業 Ｑ産業

Ｐ産業 0.1 0.3

Ｑ産業 0.2 0.5

P:１単位 P: 0.1 P: 0.01 P: 0.001 ・・・

Q: 0.002 ・・・

Q: 0.02 P: 0.006 ・・・

Q: 0.010 ・・・

Q: 0.2 P: 0.06 P: 0.006 ・・・

Q: 0.012 ・・・

Q: 0.10 P: 0.030 ・・・

Q: 0.050 ・・・

①直接効果
②間接効果

(第1次)

③間接効果

(第2次)

④間接効果

(第3次)

（再掲）投入係数表

このような生産の連鎖が

永久に続く(と仮定する)

一次波及効果

×0.1

×0.2

×0.1 ×0.1

×0.2

×0.2

×0.3

×0.5

×0.2

×0.5

×0.3

×0.5

×0.1

×0.3



経済波及効果の計算方法③
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Ｐ産業 Ｑ産業

Ｐ産業 0.1 0.3

Ｑ産業 0.2 0.5

（再掲）投入係数表

𝐴 =
0.1 0.3
0.2 0.5

, 𝐹 =
1
0

とおくと、

0.1
0.2

=
0.1 0.3
0.2 0.5

1
0

= 𝐴𝐹

直接効果 ：
1
0

= 𝐹

間接効果（第１次）：

間接効果（第２次）：
0.01 + 0.06
0.02 + 0.10

=
0.1 0.3
0.2 0.5

0.1
0.2

= 𝐴 × 𝐴𝐹 = 𝐴2𝐹

0.001 + 0.006 + 0.006 + 0.030
0.002 + 0.010 + 0.012 + 0.050

=
0.1 0.3
0.2 0.5

0.01 + 0.06
0.02 + 0.10

= 𝐴 × 𝐴2𝐹 = 𝐴3𝐹間接効果（第３次）：

𝐹 + 𝐴𝐹 + 𝐴2𝐹 + 𝐴3𝐹 +⋯ = (𝐼 + 𝐴 + 𝐴2+𝐴3 +⋯)𝐹

= 𝐼 − 𝐴 −1𝐹

したがって、一次波及効果（直接効果＋間接効果）は、

𝐼 − 𝐴 −1 =
1.282 0.769
0.513 2.308

1.282：P産業に1単位の需要が発生したときのP産業への波及効果

0.513：P産業に1単位の需要が発生したときのQ産業への波及効果

0.769：Q産業に1単位の需要が発生したときのP産業への波及効果

2.308：Q産業に1単位の需要が発生したときのQ産業への波及効果
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大阪府統計課からのお願い

40

精度の高い統計は、皆様の協力により成り立っています。

ご協力をお願いします。

調査 中央省庁

(集計・公表等)

データ公表（各種サイト等）

・自治体 ・e-Stat

・RESAS
学術・研究機関 経営判断の基礎資料 政策立案の基礎資料

自治体・調査担当機関等

(取りまとめ等)

http://4.bp.blogspot.com/-TNgb7oYNICw/U82z5rr3p3I/AAAAAAAAjOU/cmPTrCrMy7s/s800/job_kokuseichousa.png

